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欧米におけるウォーターフロン卜開発の概念は「各港湾都市の歴史の重み，

地理的特性，水依存産業の状況あるいは都市行政主体，特l乙市民意識の動向

等を踏えた深遠な都市開発政策を背景にした都市再開発プロジェクトである；I)j 

と規定する乙とができる。その意味では，現在．流行語のように使用されて

いるわが国のウォーターフロン卜開発は，欧米の事情とは歴史，地理．水依

存産業の状況あるいは都市行政主体に関する状況が異なるだけに必ずしも同

ーの概念で律しきれるものではない。わが国のウォ ーターフロン卜開発の熟

度が増してきた背景には.1973年のオイノレ・ショックに遭遇するに際し， 高

度成長期Iζ大都市臨海部において．資本の集中集積ーによる外部経済効果の思

恵に浴していた基幹産業資本の利潤極大化原理か，高度成長期の末期におい

ては，私的投資と公共投資のアンバランスが目立ち始め．高コスト地域に転

化していったために．その原理が作用しなくなった乙とと．併せて過密の弊

害としての社会的損失を発生させ，その他の社会的諸矛盾も顕在化させたと

いうような要因による。

乙の現象は.1970年の俗K，公害国会といわれたように，公害基本法の経

済との調和条項を削除して，港湾においても環境整備が大巾に取り入れられ，
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産業，物流一色のモノカルチャー的発想の港湾整備に変化のきざしが見えは

じめた時期であった。その後第 l次オイ Jレ・ショックl乙続く第2次オイ Jレ・

ショックによる低成長期を迎え，ウォーターフ ロント開発も市民的公共空間

として開放し．都市環境の再生へと向うかにみえたが.1985年を境K世界都

市機能強化の都市政策によって高度成長期と同様の産業一辺倒lζ傾斜しない

かとの危倶の念が抱かれている。

乙うした背景をもっわが国のウォーターフロント開発について， ζの小論

では．ウォーターフロン卜開発の転換点の諸事情を整理し．大都市臨海部の

開発政策にとのように影響したか。現在．大都市臨海部開発（ウォーターフ

ロント開発）は都市開発政策の色彩を濃くしているが，港湾政策との葛藤が

常につきまとっている。乙れをどのように解決する乙とによって，ウォーター

フロント開発政策が歪のない方向に回帰するかの考察を加える乙とにする。

2.ウォーターフロント開発政策と日本経済構造の転換の背景

(1）ウォーターフロント開発政策転換の背景

わが国の港湾都市政策が「都市と港湾，双方lζ富国強兵，姐産興業という

中央集権的国家主義の経済政策を順当に押し進めるための資本の再生産過程

の道具としての色彩を今日まで基本的に有していた？）」と規定できる。乙れ

までの大都市臨海部のウォーターフロン卜開発においては，その大部分を日

常的生活空間とは相入れない産業空間，特に物流空間あるいは産業立地空間

としてモノカノレチャー的K占有されてきたために，人間臭を感じさせない大

規模な市民の迷惑施設．例えば廃棄物処理施設．下水終末処理施設．物流施

設あるいは基礎資源型工業施設等に利用されてきた。乙ういった「単一的機

能の土地利用かウォーターフロン卜を都市的に活性化させる乙とを否定した

状況の元凶（ 3 )Jであると日本大学の横内憲久氏によって手きびしい批判がな

されている。

ζのような批判に応えて，単一的機能から脱却への政策転換が始まったの

は，第ーに．高度成長期を通じて．大都市臨海部は産業，物流空間として極

限されていた開発の中で，公共投資と私的投資のバランスが崩れ社会的損失



194 ウォーターフロント開発政策と日本経済構造の転換

としての公害等の発生が顕在化したため． ζれに反対する市民運動の中から

環境権の要求として親水権回復の要求や水辺へのアクセス権，即ち西欧の

勺pento public”の思想、が導入され．都市アメニティの充足が求められる

ようになった。第2に．わが国の金融．産業資本の集中集積過程で．新たに

世界都市機能という中枢管理機能の集積に対応したオフィススペースの絶

対的不足が叫ばれ，その供給源として東京臨海部副都心計画，みなと未来21

計画，幕張メッセ計画等が次々に実胞に移されていった。乙の施策は，内需

拡大策と呼応して民活型の規制緩和も進行し，大規模不動産開発を誘引した。

第3IL. 海上運送の革新といわれるコンテナ埠頭等の物流大規模施設の沖合

展開が，旧来の在来船埠頭の老朽化，陳腐化をまねき，乙の地区の都市再開

発と一体化した開発の必要性を生じた。例えば東京港の竹芝．日の出，晴海，

豊州の各地区 績浜港の高島ヤード地区，高島埠頭地区．新港陣頭地区．名

古屋港の2号地地区，大阪港の安治川地区。天保山地区．神戸港のメリケン

ノfークやハーノミーラン ド等である。第4Iζ. 1973年の第 l次オイノレ ・ショッ

クを契機として産業構造の転換が始まり ，従来広大な工業用地として占有さ

れていた臨海部に遊休地が出現し その地域の活性化を地方自治体を中心に

推進する状況が生じた。例えば，臨海工業地帯として一番古い川崎港におい

て1987年11月の時点で1985年K全製造業出荷額が約5兆9000億となり ，対前

年比で約9000億円が減少（一13.2%）した。その内石油製品500億円，鉄鋼

と化学製品関係で1500億円の減少というものであった。乙ういった状況に鑑

み， 川崎市は土地利用の転換を工業系から商業系．住宅系へ誘導方針であるつ｝

第5IL，ζういった経済構造の転換が，都市生活者の居住環境をはじめ

として労働，余暇等のライフスタイルの変化をもたらし．ウォーターフロン

卜開発政策におけるアメニティ思想の導入へと結びついていった。アメニティ

というのは「しかるべきものがしかるべき場所にある乙とたJ （“the right-

ting in the right place ”）と定義する乙とができる。 「しかるべきもの」

とは単に「快適性」． 「利便性Jのみならず．地域交通サービス．交通の便

益などのほかに住民の精神生活（自然．歴史的環境，コミュニティの連帯，

街の景観等）を重要な構成要件としている（ 5）。乙ういった意味では都市コミュ
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ニティ形成の基本原理を謡ったもので，ウォーターフロン卜開放の要求も，

乙れまでの単一機能空間としての装置空間から都市コミュニティの形成者と

して都市生活者を主体として文化空間へと変容させる乙とになる。文化は多

様な機能を受け入れ，また，あらゆる生命を育み．その土地iζ特有の個性を

生み出す多機能空間へと導いていくと指摘されているピ）

乙れまで順次検討を加えた5項目は．わが国ウォーターフロン 卜開発政策

の転換要因の主要なものと考えられている。

(2旧本経済構造転換の背景

周知のように， 1955年から始まる高度成長は，エネノレギー，資源、多消費型

の重化学工業を中心l乙大都市周辺lζ臨海工業地帯を形成して，輸出中心の加

工貿易型の産業構造によってもたらされた。 1973年秋の第 1次オイ Jレ・ショッ

クは，わが国の輸入する原油価格を1974年5月までに，平年時の1973年前半

の約4倍に高騰させた。石油価格の高騰に伴い各種目オ貨サービスの供給面で

のコスト引上げは，インフレを加速させ，一方，需要面での原油価格上昇は

総需要の減退を導く ζとになった。

そのため，従来の高度成長の原動力だった重厚長大型の基礎資源型産業部

門の急速な需要減退のためIC. 1977年までのL字型不況をもたらした。併せ

て国際収支面でも経常収支が急激な悪化を招いた。

乙の時期を通じて．日本経済の構造調整が進行し，エネノレギー．資源、多消

費型といわれる鉄鋼，石油化学，非鉄金属，紙ノマノレフ。の生産は減少ないし停

滞し，乙れに替って自動車，電気機械．精密機械，電子機器等の軽薄短小型

産業の躍進がみられた。また圏内需要の停滞に呼応して，輸出が大巾に拡大

し， 1976年には経常収支も黒字に転じている。続いて， 1979年に始まる第2

次オイル・ショックlと遭遇し．輸入原油価格は2.8倍に上昇した。しかしな

がら．第1次オイル・ショックの学習効果も働いて．わが国の場合.OPEC 

諸国への巨額な所得移転による総需要抑制効果は次のような理由から比較的

弱いものとなったピ）

まず第 li乙老朽化施設の更新のための設備投資が増加しつつあった。第2

1ζ輸出の増加が1981年秋まで続き．総需要の安定iζ寄与し，一方．実質賃金
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は停滞ないし減少したので個人消費や住宅建設が低迷した。 第3IL.第l次

オイル・ショック時と異なって，インフレ基調でなかった乙とも幸いして急激

な金融引締めの必要がなかった。乙れまでに掲げた事情から1980年までにほ

ほ工業生産は上昇した。

第 l次オイ Jレ・ショックと第2次オイノレ・ショックの大きな相違は，前述

したように1973年秋から3ヶ月という短期間＇c::4倍という石油価格の上昇を

もたら したのに対して，1978年IL1バーレノレ当り 12.98ドノレであったものが

1981年には35.01ドノレ COEC D“Economic Out Look ”による）へと

2年聞に渡って徐々に上昇した乙とか，比較的軽微な景気後退で日本経済を

立直らせた誘引であろうと考えられる。第2次オイ Jレ・ ショックの翌年（19

81年）には．経常収支は47億 ドノレの黒字を示し．その後，1985年には491億

ドノレ.1987年lζは最高の黒字870億ドJレに達した。

対外黒字の急速な拡大は． 貿易摩擦を激化させ，日本経済lζ市場解放圧力

を強めた。 1985年のG7のプラザ合意を受けて，対外不均衡是正と貿易黒字

解消が日本経済の課題となった。乙れに応えて， 1986年の前川レポートと19

87年の新前川レポートは，日本経済を国際協調型経済l乙転換する乙とを狙い

としており．国際的iζ開かれた日本， 内需主導型成長，住宅対策と都市再開

発．積極的産業調整，市場アクセスの改善と製品輸入の増大等を主要な内容

としていた。

特lζ．金触面においては.1984年の日米円一ドル委員会報告書を舞台IL.

金融市場の国際化，自由化は日米経済を一層統合させ，経済改革の相互影響

力を強めた。また技術面では， 省エネからME化へと進展し，世界貿易の多

機化． 高級化のチャンスを最も鋭敏に捉えた。 ME化を中心とした輸出は米

国への輸出を伸ばし，世界最高の技術を誇るよう になった守）その後アジア

NIE Sとの水平分業の展開や欧米への直接投資の伸展かみられる。

3. ウォーターフロン卜利用の主要な変遷

乙乙でウォーターフロン卜利用の主要な変遷を，わが高の主要な基幹産業

資本の集中集積過程の道具として大都市ウォーターフロン卜が開発されてき
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たという視点lζ立って．ながめてみると，その土地利用がわが国資本主義発

展を象徴するかのように歪になっている乙とを確認する乙とができる。その

代表的事例として東京臨海部の利用の変遷をみていく ζとにしよう（；｝東京が

江戸と呼ばれていた時代には江戸のウォーターフ ロントの利用状況をみると遊

水思想ともいうべき豊かな発想で生活と密着させながら利用していた（傍点は筆

者による）。すなわち，釣り，潮干狩り，船遊び，月見．雪見．花火，夕

涼みなどの遊びは，ウォーターフロン 卜そのものを舞台として展開された。 ウォ

ーターフロン卜の特徴である開放性を生かしたものに赤羽川の赤羽橋周辺の

見世物小屋や「江戸名所図JKでてくる木挽町の芝居小屋を代表例としてあ

げる乙とができる。また．生活において海の恩恵、に浴して生活の糧としてき

た人々は，ウォーターフロン卜に神社や稲荷を建立すると共K，海浜を利用

して祭りを行ったり．四季lζ種々のイベントを実施して，ハレの部分におい

ても水と密着し生活していたといわれている。

乙ういったウォーターフロン 卜の自然環境としての魅力だけでなく．富国

強兵，殖産興業の時代iζおいても， 産業施設が最優先に置かれたウォーター

フロン 卜は，西洋文明，文化の集積地として目が向けられたようである。し

かしながら．東京臨海部の埋立が進むにつれ，ウォーターフロン卜から人々が

離れはじめたが，それを決定的にしたのは，第2次大戦後の高度成長期であっ

た。その主要な要因は，海汚染が工場排水や生活排水がすすみ，それに加え

て海が産業廃棄物や生活廃棄物の捨て場や物流基地iζ変化し．人々を寄せつ

けない迷惑施設が配置された乙とによる。

東京臨海部の工業地帯形成とウォーターフロ ントが人々 の手から離れていっ

た状況を最も適確に示す指標として潮干狩り場と海水浴場の東京湾での変遷

状況を図 liとよりみてい乙う。

1920年代中頃には， 月島．台場．葛西iζもみられた潮干狩り場や海水浴場

が．高度成長期の1960年には．東京から横浜にかけて東京湾西部地域にはみ

られなくなり．かろうじて三渓園，富岡．金沢文庫あたりに散見される。一

方，千葉方面は浦安．船橋．谷津から富津'1'..至るまで健在である。 しかるに．

1980年の状況では．千葉側も潮干狩り場や海水浴場が南下して． 東京湾の入
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口附近lζ点在するようになっている様子を窺う 乙とができる。

図1 海水浴場と潮干狩り喝の変化く渡辺1'Jfl-!W前芸以芯朝間制Eよる＞

1920開頃 ·m~ I ~ i＇~~i~－－－ I~ .. 
T" I 似刈~r~；昆 l i制見幻君主
,,.)., I ) -:m安検見ーアヒl ，，・ ~ 闘

訓 ｜込弓〆51 ゑ
,...( I ~4J 彊星川升Y I ../P:;.v "'" ' 
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O湘干狩’）J品l ' 

... J、、一本l!!IJt

＿＿，，田大相

日＇..£，0'X：~

(l!11fr）州11州：I・71政大、f:lli.Ji（ま切除公若『ノ悩旦/:lldiJ198911' 
74ページ凶 －－:111力 Iノトによる．

親水性ウォーターフロン卜利用と裏腹の関係にある東京臨海部の埋立地形

成の状況をみてい乙う。東京湾の埋立地の面積を江戸時代から1981年まで集

計したものが表 ・lである。

表1 東京湾埋立地の面積
I)＼｛北： ha

示μ flll ！，~ Ill リA !liii(;:"i 
見iii(f,11

/lllt.idi f前 il ~ di f,Y,;firidi 小，！｜
T L出~. ＼

（」ll

ii j’ll!i {¥'. 210 210 

町｜討1 ll'i {¥'. 75 210 210 315 

火 iE 11•; ft 157 IHG 5W IHS 8Uリ I, 0f>6 

1926年～ 35年 1GO 171 111 101 119 879 

1936年～ 45年 102 270 3•1U 101 720 180 1α12 

1946年 ～55年 51 23 15 38 179 2（渇

1956年 ～60年 305 26-1 119 27 1 IU 51 769 

Hl61年～65年 75 8fil 522 27 I. 410 3 OSI 1 536 

1966年～ 7吋 81・1 1:m 50~ 110 751 I. 919 3. 511 

1971年～ 75年 I,137 241 671 110 I. 022 3. 861 6, 020 

1976年～81年3月 50リ 309 382 G92 2. 317 3, 518 

3日25 2, 167 3, 172 662 6, liOI II, 621 22, 149 

iJJ 当1 3, 174 206 IJ(i :M 356 759 4, 309 
{] 』｜ 1. 099 2. GB 3, tiUB GU6 6. 957 12目380 26. 456 

（出所）国土斤味郡市圏整備信産体↓I＜＇.：よる。
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戦前までは，東京から横須賀iζ至る地域が埋立られており．高度成長期の

1961年以降千葉臨海部の埋立が本格化した ζとを確認する乙とができる。乙

の表でみる限り1981年3月までに事業実施中のものも含めて2万6456haある

が． ζのうち高度成長期以降のものが88%の2万2726haとなっている。 ζの

利用状況も1960年～64年にはほほ85%が工業用地として利用されていた？乙

れを裏付ける資料として1980年の東京湾内における基幹産業の生産力をみる

と． ①石油精製能力は14工場.225万バーレノレ／1日で全国の39%に相当，

②組鋼生産能力は3社.1800万トンで，全国の16%相当．①石油化学のエチ

レンの生産能力は7社， 258万 トン／年で全国の43%に相当，④発電所は14

ケ所， 1914万回で全国の15%に相当，⑤湾内各港の港湾取扱貨物量は5億ト

ンで全国の17%，浦賀水道の通航船650隻／1日平均となっており，超過密

の利用状況を呈している：I）乙の埋立が進行し臨海工業地帯が形成される様子

を図2でみてみよう。

w川

I.illηJ, 

口川町．結ii中

巴 1976年-65鞘工
CJ 1966年～・75年唆工
15'J !946年～'65年竣工
E言 1926年～・45卒後工
川彊 .1925年脇被工

l一一－ f~I可巴峻
（出所〕連続街勤電局資料による。
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既に検討してきたように．東京港から横須賀港にかけての埋立は．戦前に埋

立られ臨海工業地帯が形成されていたが．その前面に更に大規模な埋立が展

開された。また，東京湾の東部地域．千葉港から木更津港にかけては1966年

～85年にかけてe大々的に埋立が進展した様子を窺う乙とができる。

乙れまでの検討で確認できるように．潮干狩り場と海水浴場の変遷が，臨

海工業地帯の形成を誘引した海岸埋立の変遺と一致しており，高度成長期に

常軌を逸した単一機能空間としての利用が，人々を水辺から遠ざけた事情を

如実lζ物語っている。

しかしながら，乙れまでの考察で指摘したように．東京が江戸と呼ばれて

いた時代から戦前までは人々とウォーターフロントとの関係は，複合機能空

間利用としての交りであり．自然を巧に利用しながら共生するという自然と

の調和の中で人々の営みか続けられた。乙の鮮を断ち切ったのは．日本資本

主義の発展過程における国土利用の歪さに求める乙とができる。四大工業地

帯の周辺に新たに広大な工業地帯を求める乙とによって，俗にいう太平洋ベ

ノレト地帯を中心lζ資本の集中集積を行い，集積の利益を確保すると共に大都

市の中枢管理機能の利便性を最大限に利用して． 一石二鳥の最大利潤原理を

貫徹させた国土利用政策であったQ その帰結として「資本主義の黄金時代と

いわれた1950年代～60年代の高度成長期には．公害防止策を省略した資本蓄

積がすすみ．大量生産．大量流通．大量消費の日常的な経済活動過程で公害

や自然破；犠は地球規模でお乙り．人類史上かつてない人間生活への深刻な被

害をあたえるようになった。とくに西欧社会lζ追っき追い乙すために． 高度

成長の先端を走った日本は公害の実験場のようになった；12)J （傍点は筆者に

よる。）と指摘されたように，社会的損失としての公害が，集中的lζ大都市

臨海部lζ発生した。まさに海の汚染の極地であり．ウォーターフロントから

人々を遠さけた主因であったと考えられる。

これまで検証してきたようにウォーターフロントを単一機能空間としての

利用するととにより，歪を生じさせた反省に立って1980年代前半までは．大

都市臨海部再開発構想においては．自然との調和，都市環境の再生を念頭に

おいた政策展開が遂行されつつあった。乙れまでの事例と同様東京臨海部で
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みてい乙う。東京都港区においては，最盛時常住人口が33万7000人余であっ

たが， 1980年の国勢調査では20万人を切る状況になり. 1982年8月i乙同区内

東海道線より海側についての再開発プランを作成するにあたって．住民意向

の調査を実施した。その結果，数ある運河や水路を生かして，自然環境を復

元し公園や緑地を増す方向での「まちづくりJを望むというものが圧倒的

であった。当時は乙れにそって再開発構想を押しすすめる方針であったとい

われている。また．都市再開資金を融資する政府系金融機関，日本開発銀行

銀行の調査「都市再生の新潮流ーウォーターフロン卜の再開発」の中で臨海

部の老朽化した港湾施設や臨海工業地帯の工場移転跡地利用に関して，欧米

のウォーターフロント開発の事例を紹介しながら．ウォーターフロントを生

かした都市環境再生のための重要な拠点である乙とを提起している。特iζ，

その開発手法としては，公共機聞による土地先行取得権の制度化や都市計画

法の特例として港湾法の臨港地区指定の見直しなどを具体的に提案している。

同様な方針が国土庁の調査でも揚げられた乙とが一橋大学の寺脇俊一氏によっ

て紹介されている？

乙れまでに例示した1980年代前半のウォーターフロント開発について地方

自治体 政府あるいは公的資金融資銀行の方針は，産業利用を中心に単一機

能空間であったウォーターフロントを市民的公共空間として解放し，多機能

空間として都市環境の再生を目指したものであった。乙の時期は，第 1次オ

イJレ・ショックを経て．第2次オイル・ショック後の経済構造転換期でもあ

り，今後の日本の資本主義の発展lζ暗影がなげかけられ，不安定な段階での

政策選択であったと考えられる。

しかしながら， 1985年を境κして乙れまでのウォーターフロン卜再開発の

方針が大きく後退し， 「臨海部副都市開発基本計画」の中で，世界都市機能の

受け皿としての開発拠点に掲げ．画際化，情報化iと対応して，情報関係業務，

国際交流，居住，文化． レクリェーションなど複合的都市機能を整備して．

うるおいのある水辺環境に固まれた住み，働きかっ楽しむ未来型国際情報都

市空間へと転換を図りつつある（：）
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4.都市政策の転換とウォーターフロント開発政策 （むすびにかえて）

前節までに検討してきたように，ウォーターフロント開発政策における単

一機能空間利用への極端な傾斜は．日本資本主義の発展段階でtの生産第一主

義ともいわれる査な構造のなせる技である。乙の機能一辺倒の工業立地政策

は．歴史的に形成された中央集権的垂直的重層構造をもっ政治．経済の意志

決定機構iζ由来しており．東京一極集中化をもたらした基本的な要因である。

また高度成長期以降．東京湾lζおいて展開された臨海部開発政策は。それ以

前l乙都市住民が自然発生的にもっていた遊水思想を切断して，殖産興業．富

国強兵思想につながる西欧に追いつき追い越せというGN P至上主義の経済

政策lζ基づいて展開された帰結である。

しかしながら，第2節で考察したように．第l次．第2次オイノレ・ ショッ

クは．エネ Jレギー・ 資源多消費型の基幹産業の縮少をまねき．多付加価値産

業部門への産業構造転換が推進され，臨海部産業立地空間利用の転換も図ら

なければならない事態が到来した。また．多国籍企業の国際的な縦横な活動

は，情報ネットワークの国際的な形成とマイクロエレクトロニクスによる柔

構造の生産 ・管理システムの発達lζ伴なって，国際的規模で展開する投資を

一国経済の壁を破って簡単に資本回収可能なシステムをつくりあげてきた。

その一つが東京の国際金融センターとしての役割の浮上である。 ロンドン

市場．ニューヨーク市場と8時間の時差でネッ トワークされる金融市場は，

アジアNIE S Eや太平洋岸地域との水平分業や現地生産化という経済の国

際化の中で与信業務，資金供給業務，輸出入業務あるいは決済業務のメッカ

となり ，1986年12月にはオフショア市場を開設させ 既にニューヨーク市場

をぬく取引残高をもつまでに成長している？乙れまでみてきたような東京を

中心とした経済縞造あるいは都市構造の急速な転換を一挙に噴出させたのが，

1985年以降にあらわになった「東京プロブレム(16）」 といわれている現象である。

乙の対応、l乙.198昨 6月に発表された「第4次首都圏整備計画Jは，第3次

計固までの自立的都市圏としての連合都市型構造を転換させ，東京都心部に国

際金融機能，高次の中枢管理機能を配置すると共に東京全体への集中を是認

し．域内副都心を含めて広域的に都心域化をすすめる方向を明確にした。乙
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れと時期を同じくして1987年6月には，「第4次全国総合開発計画」か決定

され。 「東京プロブレムJの受け皿っくりが一層はっきり してきた。

乙のような国の東京圏整備政策の方向を受けて．東京都は.1986年11月lζ

「第2次マイタウン計画J. 10月κ「東京港の将来像について－21世紀に向

けての東京臨海部の再生一」の中で臨海部副都心をあらたな開発拠点と位置

イ寸けている。

乙の臨海部副都心開発計画は.448haの埋立地IL.就業人口11万人，居住

人口 6万人を想定して．宅地面積209ha，延床面積680ha程度で，そのうち

商業，業務系カi380ha，住宅系205ha. その他95haが計ー画されている。事業

費は.1990年の新試算で， 1987年試算の倍増となり. 8兆円余となっている。

事業主体としては，民活型の附臨海部副都心建設．附東京テレポートセンター

，附臨海新交通，臨海熱供給附， 制1東京フロンティアの5法人と住都公団，

進出企業が参加する形態となっている。

ζの中で注目されるのは1994年開催の世界都市博覧会「東京フ ロンティア」

である。その事業内容は図3にみられるような恒久施設と仮設のパビリオ

ン．既設のサブ会場と組み合わせて．さらに衛星通信により東京都の友好都

図3 東京フロンティア開催時の恒久施設

（出所）日本経済菊間1990年11月9日号より。
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市とネットワークを図る。また，各進出企業は，情報，ファッション， 金融．

ホテルなどの各産業がインテリジェントビソレを建設し， 最先端の都市装置を

稼動させた都市づくりのショウビジネスを展開することになる。乙れを契機

に臨海部副都心開発を軌道lζ乗せようとするものであるγ）
乙のように世界都市の受け皿づくりがすすめられる時．東京のウォーター

フロント開発政策の方向として．市民的公共空間として開放し，都市環境の

再生を図るという姿勢は後退を余儀なくされるのであろうか。既に指摘した

ようにウォーターフロン卜を単一機能空間から複合的機能空間としての利用

へ．装置空間から文化空間へという港湾都市開発思想が前進しつつある時．

従来からの機能的合理性や効率性を指針として形成された港湾都市形成の反

省にたって．逆lと都市生活者の立場からアメニティ思想K立脚して港湾都市

開発政策を推し進める必然性が希求されているのではなかろうか。

確かに， 「21世紀の港湾Jのフォローアップ作業の帰結としての 「豊かな

ウォーターフロン 卜をめざして」 （運輸省港湾局編＇ 1990年） においては，

物流， 産業，生活といった個々の機能の充実に加えて，従来欠けていた使い

やすさ，分りやすさ．美しさ．楽しさに富む空間の質の向上を積極的に図る

乙とを第lとし，続いて第2ILは輸入促進や複合輸送に対応した物流体系の

整備． 第3＇ζ豪華客船によるクルージングや海上パスを用いた旅客交通体系

の整備，第4＇乙地域の 振興や大都市問題を解決する港湾整備を政策目標とし

て強調している。

乙れらの政策目標は．従来のモノカルチャ一的発想から脱却をめざしてい

るが，東京港の事例にみるように臨海部副都心開発計画を都市政策が世界都

市構能導入の受け皿として選択するとき．豊かなウォーターフロン卜開発と

の調和を保つ乙とは至難の業である。特lζ事業ベースになると運輸省が臨港

地区の規制緩和を1987年12月に通達して出したのに対して，1988年l月lζオ

フィスなどを建設するなら臨港地区をはずして通常の都市計画にのっとって

進めるべきであるという通達を建設省が出すという具合K，港湾都市空間の

開発をめぐって政策的係争があり．一般道路と臨港道路，あるいは新交通シ

ステムの建設の問題でも同様な乙とか生じている。
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大都市自治体は乙乙に掲げたような問題を処理しながら．生活者と しての

港湾都市づくりという視点で，都市市民の参加を組織しながら，生活に便利

なウォーターフロン 卜開発をめざさなければならない。アメニティ思想、を共

有するウ ォーターフ ロン卜開発政策は緒についたばかりである。 地方自治体

を基本とする港湾法の精神に則って．団体の論理を培う乙とが．国の縦割行

政を払拭して．生活者の論理の上lζウォータ ーフロント開発政策を推進する

乙とに直結するものと考えられる。
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